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1.はじめに 

 

総務省消防庁及び当センターでは、平成 8年度から実施している「防災まちづくり大賞」を平

成 14 年度においても実施しました(平成 14 年度で 7回目)。本事業では、学識経験者、関係団体、

関係行政機関の職員等で構成される「平成 14 年度防災まちづくり大賞選定委員会」(委員長:澤

井安勇(総合研究開発機構理事))を設置し、地方公共団体や自主防災組織等における防災に関す

る様々な取組、工夫、アイディアを調査し、特に優れた活動について「防災まちづくり大賞」を

おくることとし、「防災まちづくり大賞選定委員会」において審査、選定を行いました。本稿は、

審査結果と受賞事例をまとめたものです。なお、同大賞の表彰式は平成 15 年 1 月 24 日に行わ

れ、関係団体にそれぞれ大賞がおくられました。 

 

 

2.調査内容 

 

次のような対象、内容により防災に関係ある優れた取り組みを調査しました。 

(1)対象者 

都道府県、市町村(一部事務組合を含む)、消防団、自主防災組織、婦人防火クラブ、少年・

幼年消防クラブ、事業所の防災組織、ボランティア団体、NPO、大学などの教育機関、まちづ

くり協議会等の各種団体、組織 

(2)調査内容 

以下の内容について調査を行いました。 

①防災ものづくり:防災センターなど防災関係の施設整備、道路や公園、建築物、植樹等におけ

る防災面での配慮など、ハード面を中心とする防災まちづくりの取組。 

②防災ことづくり:防災意識の高揚・啓発や防災マップの作成、自主防災活動など、地域におけ

るソフト面を中心とする防災まちづくりの取組。 
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③防災ひとづくり:人々の災害対応能力を高めるための実践的な教育訓練、講座・研修などの

取組。 

 

 

3.第 7 回防災まちづくり大賞の表彰について 

表彰は、調査内容の分類に関係なく、総務大臣賞(2 団体)、消防庁長官賞(3 団体)、消防科学総

合センター理事長賞(5 団体)の合計 10 団体としました。 

 

 

4.第 7 回防災まちづくり大賞の結果と受賞事例の概要 

各都道府県からの推薦及び一般からの自薦により収集された 105 件に及ぶ事例について、平成

14 年度防災まちづくり大賞選定委員会において審査・選考を行い、第 7 回防災まちづくり大賞の

受賞 10 団体が決定しました。以下に受賞 10 団体とその受賞事例の概要を紹介します。 

 

平成 7年 4月 15 日から被災地の問題点と復興の現実を伝える「ネットワーク 1・17」を放送し

ています。住居・仕事・福祉・まちづくり・ボランティア・行政・法律・防災など様 kなテーマ

を取り上げ、各テーマに関するゲストを呼んでトークを行う他、近畿周辺で起きた地震の解説や

地震の基礎知識を伝える「週刊地震概況」(ホームページにも掲載)等の内容で構成されています。

この他、震災経験者からの経験談を聞く企画「シリーズ・人々の震災」をテーマの 1つに取り入

れたり(平成 13 年 1 月から)、地震防災に関する提言・教訓等を数秒程度で伝える「地震防災キ

ャンベーンスポット」(1 日に 1～2回程度)と、それを補完する形で地震や防災の基礎知識を伝え

る「地震防災メモ」(1 ヶ月に 15 日程度)を、 

数秒のミニ番組として別途放送して 

います。また、平成 9年 1 月 17 日に、 

毎日放送と大阪タクシー協会が協力し 

て、タクシー防災リポーター制度を開 

始しています(図 1参照)。これは、 

災害が発生した場合、リポーターが毎 

日放送ラジオに情報を提供する仕組み 

で、通常はネットワーク 1・17 のリポー 

ターとして活躍しているものです。制約  
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の多い民放局で、このような防災番組を継続してきたということで、本事例は高く評価されまし

た。 

 

平成 7年 4月に御蔵通 5・6丁目町づくり協議会(以下まち協)が結成され、9月にまち・コミュ

ニケーション(以下まち・コミ)がまち協に参加し、住民に区画整理を説明したり、慰霊祭・花ま

つり・夏まつり・餅つき会の手伝い等を行いました。また、地元で建設した共同住宅の一階の一

室にプラザ 5 という交流の場を設け、ふれあい喫茶、食事会、絵手紙教室、パソコン教室、健康

講座、落語会、子供プロジェクト科学実験教室、ミニデイサービス等を行っています。他にも、

修学旅行生を受け入れ、野外炊き出しや食後にまち歩きをする体験学習をしています。平成 13 年

度からは集会所建設が計画され、その準備 

として各所の集会所見学を行った結講灘 

果、古民家風のものを建設することと 

なり、城崎郡香住町の古民家の移築を 

自分たちで行いました。また、慰霊塔 

の基礎掘削やコンクリート打ち(図 2 

参照)、新公園の芝張りも自分たちで 

行っています。本事例は、被災地でコ 

ミュニティを再生し、住みやすい環境 

を住民自らが育ててきたという点で高 

く評価されました。 

 

 

昭和 63 年 4 月から活動を始め、阪神・淡路大震災を教訓に、平成 8 年から防災タウンウォッ

チング(図 3参照)、防災アンケートなどを行い、それをもとに防災地図を作成したり、防災上の

問題点や解決策をまとめた「防災まちづくりのための提言」を作成しました。 

それらは住民へ周知するとともに行政へも提言しています。平成 10 年からは、以前からあっ

た区民消火隊を「防災ボランティア」と位置付け、消防署・消防団等の関係機関との連携を図り、
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ポンプ操法、上級救命講習、防災研修会 

等を行っています。平成 11 年からは、 

丁目ごとに組織している区民防災組織が、 

各々の地域の問題点や課題などを考慮して、 

街かど防災教室等を行っています。平 

成 12 年からは、年 1回防災フェアを 

行っており、平成 12 年は「コミュニケー 

ション」を、平成 13 年は「子供の目の 

高さで防災を考える」をテーマに企画実 

践しました。平成 14 年は広域避難場所で 

「体験」をテーマに実践的な総合防災訓練 

を行ったところです。また、近年は家族や 

隣近所相互の協力・救援体制を確立する「災害助け合いネットワークづくり」を推進しています。

本事例は、大都市密集市街地での防災まちづくり活動のひとつのモデルとして期待されます。 

 

昭和 61 年「家庭防火・家庭救急は主婦の手で!」をキャッチフレーズに、ホーム・ファイヤー・

モニターズ・クラブが昭和区内 11 学区に結成され、連合会が昭和 62 年に設けられました。まず、

各学区より選出された 4 名の主婦をモニターとして、1 年間かけて防災・防火・救急に関する講

習(図 4参照)を行い、講習を受けたモニターは初期消火・放火防止の PR 活動に努めるとともに、

心肺蘇生技術の向上、ロープの結び方・ 

家庭内の火災危険等の講習、防災関連施 

設等の見学を行っています。また、毎年 

行われる昭和区ホーム・ファイヤー・ 

モニターズ・クラブ連合会の会議におい 

て、年間計画を話し合い、それをもとに 

各学区において活動計画を作成するとと 

もに、毎年 3 回モニター誌を発行し、 

クラブ員の防火・防災知識の向上を図っ 

ています。本事例は、都市部における担い 

手層の手薄い地域や高齢化に悩む地域 

で大いに参考になるものと期待されます。 
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昭和 23 年 1 月に、清水寺関係者と地元の清水一丁目、清水二丁目の有志により清水寺警備団

が結成されました。通常は清水寺とその周辺地域について毎日 2 名 1 組で夜間巡回警備を行う

他、夜間特別拝観や御開帳など各種祭礼時には特別警備を行い、年末には徹夜警備を実施してい

ます。なお、東山自衛消防連絡協議会にも所属し、毎年の訓練大会では優秀な成績をおさめてい

ます。また、東山消防署とは年 2回の文化 

財防火運動の期間中に消防訓練を合同で 

実施し、防火防災の協力体制を強固に 

しています（図 5参照）。京都では、 

文化財市民レスキュー体制の構築と育成 

指導を平成 12 年度から推進しているとこ 

ろです。しかし、本団体は昭和 23 年から 

先駆的な活動を展開しており、この地道 

でかつ継続した活動が、現在の文化財市 

民レスキュー体制の構築につながったもの 

と言えます。 

 

 

昭和 42 年に設立され、防火管理者としての資質向上及び相互連携を目的に、消防用設備の点

検整備の方法や最新の通達などの修得、上級防火管理 a習の受講、毎年 2回の会報の発行、先進

地の視察、救急講習の実施、消防用設備等の取扱訓練の実施(マンネリ化を防ぐため競技会形式)、

会員・消防職員及び婦人消防クラブ員を対象とした防火意見発表会の開催等を実施しています。

また、地域への貢献として、市民のための防火大会を開催したり、1 年間火災が発生しなかった

地区(連合町内会を単位)への表彰(平成 9年から実施)を行う他、自力避難困難者のいる家庭に住

宅用自動消火装置を寄贈し、住宅火災による死傷者を無くすことに努めています。その他、枚方

市寝屋川市防火協会連絡協議会と昭和 60 年に姉妹協定を締結して、以後、相互に訪問して協会

活動の向上を図っているところです。 

このように、業種を超えて地域社会活動、防災まちづくり事業が協会を軸に行われており、協
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会の存在が重要な位置づけを占めています。 

 

平成 13 年度から 2年間、「総合的な学習の時間」の中で子ども達と様々な活動に取り組んでき

ました。まず、災害や防災についての資料を見たり、身近な人に防災に関するアンケートを行う

など、自分達が疑問に思うことを調べ学習によりまとめました。その後、災害について詳しい人々

(新潟沖地震体験者、横須賀市防災課、阪神・淡路大地震を取材した新聞記者)の話を聞きました。

また、横須賀市防災課提供のアルファ米・乾パンの試食、起震車体験・煙体験、横須賀市民防災

センター「あんしんかん」の見学、体育館に一泊する避難所生活体験(各自非常持ち出し袋を用

意)などを行いました。これらを踏まえ、紙芝居・出前授業・新聞・ポスターセッション・ホーム

ページ・パンフレットなど、自分たちで考えた方法で、これまで収集した情報を幼稚園生からお

年寄りまで理解してもらえるように工夫して情報発信しています。本事例は、防災教育を総合学

習のテーマとして取り入れ、生きることの大切さを子どもたちが自ら学んでおり、小学校におけ

る防災教育のモデルとして評価されました。 

 

昭和56年より地域防災力の向上のための地域貢献活動を展開しています。活動内容としては、

自主防災組織の実践的リーダー養成支援、防災イベント等における応急手当指導、学区運動会に

おける消火競技指導、子ども会と連携した学区内放火危険箇所チェック、御園少年消防クラブ発

足支援及び合同年末夜間巡回警備実施、中学生を対象とした着衣泳と水難救助指導、本市総合防

災訓練における地域住民に対する消火・救助・救護等の技術指導、御園小学校の教諭及び PTA 役

員に対する心肺蘇生等の講習支援など様々です。これらの活動を行うに際して、団員は応急手当

指導員・水上安全法指導員等を取得しています。 

この他、地域との連携にも力を入れており、学区防災安心町づくり委員会へ参画したり、御園

女性の会等各種団体とのイベントの共催を行っています。PTA・自主防災組織・女性の会などとう

まく連携し、様々な活動を消防団が中心となって行っている点が評価されました。 
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平成 13 年 9 月より総合的な学習の時間を活用し、本格的に「災害に強いまちづくりプロジェ

クト」の活動を行っています。まず、防災関係者並びにボランティア関係者から防災に関する全

般的な話を聞き、夏休みには地域や防災関係機関を訪問して、災害に対するインタビューや調べ

学習を行いました。その後、子供たちに防災のキーワードをボードに記入させ、取り組みたいテ

ーマに従ってチーム分けを行い、各チームごとに調査の計画・準備を行いました。それをもとに、

高知地方気象台・日本赤十字社・高知大学・高知市防災対策室等で防災に関する専門的な知識や

情報を収集するとともに、地域の人の体験談や危険場所のチェック等を実施して情報を整理しま

した。それを凝縮したものを防災パンフレットとして制作し、各班別に学習した内容等を発表し

ています。児童の自主性を重んじたこの取り組みは、今後、他校へも広がり、さらなる発展の可

能性を秘めた活動として期待されます。 

 

平成 9年 7月に設立された市民防災会(小学校区単位)等と協働で、本地区の北九州市立大学の

学生を対象に事業がスタートしました。1 回生は防災講義・救命講習を、2 回生は防災ボランテ

ィア講義を履修し、それらの履修者を「カレッジ防災士」として位置付け、区総務課・消防署・

市民防災会に登録し、区内居住者については防災マップにプロットして管理しています。登録さ

れた学生は、担当区域の発災現場について、初動時の救助活動、初期消火、避難誘導及び区災害

対策本部への現場情報報告などを担うこととなっています。 

今後、平成 17 年度以降、1回生～4回生で延 4,000 人の登録が見込まれています。なお、本地

区内の防災資機材は、地区内にある市民福祉センターごとに配置する他、大学キャンパス内にも

設置することとしています。また、大規模災害発災日寺においては大学施設を活用した「ボラン

ティアセンター」を開設する予定です。若者に地域貢献の喜びを与え、地域社会に頼もしがられ

る取組として、今後、他の地域でも広がることが期待されます。 

 

 

5.おわりに 

第 7回防災まちづくり大賞の応募に際し、各都道府県及び各区市町村、その他関係団体の方々

には、ご多忙中のところ大変なご協力を賜りました。厚くお礼申し上げます。 


